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墨田区子どものための教育・保育給付に係る報告等の違反に対する過料に関する 
条例（案）概要 

 
１ 制定理由 
子ども・子育て支援法第８７条の規定に基づく過料について必要な事項を定めるものと

する。 
 
２ 過料の概要 

過料の対象となる者 過料の対象となる行為 過料の金額 

児童の保護者、児童の属する世帯

の世帯主、その世帯に属する者等 

教育・保育給付に必要な報告、文

書等の物件の提出・提示、質問に

対する答弁に関しての、正当な理

由のない拒否や、虚偽の報告等 

１０万円以下 
教育保育施設・事業者等 

教育・保育給付に必要な報告、文

書等の物件の提出・提示、質問に

対する答弁、検査の、正当な理由

のない拒否や、虚偽の報告等 

支給認定を受けた保護者 

・支給認定の変更（申請変更、職

権変更）の際の支給認定証の提出

の拒否 
・支給認定取消しの際の支給認定

証の返還の拒否 
 
３ 施行期日 
  本年４月１日 
 
４ 参考【子ども・子育て支援法抜粋】 
 第九章 罰則 

 第八十七条 市町村は、条例で、正当な理由なしに、第十三条第一項の規定による報告若

しくは物件の提出若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出

若しくは提示をし、又は同項の規定による当該職員の質問に対して、答弁せず、若しく

は虚偽の答弁をした者に対し十万円以下の過料を科する規定を設けることができる。 

２ 市町村は、条例で、正当な理由なしに、第十四条第一項の規定による報告若しくは物

件の提出若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若しくは



提示をし、又は同項の規定による当該職員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の

答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者に対し十

万円以下の過料を科する規定を設けることができる。 

３ 市町村は、条例で、第二十三条第二項若しくは第四項又は第二十四条第二項の規定に

よる支給認定証の提出又は返還を求められてこれに応じない者に対し十万円以下の過

料を科する規定を設けることができる。 

 

【参考条文】 

（報告等） 

第十三条 市町村は、子どものための教育・保育給付に関して必要があると認めるときは、

この法律の施行に必要な限度において、小学校就学前子ども、小学校就学前子どもの保護

者若しくは小学校就学前子どもの属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者又はこ

れらの者であった者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、

又は当該職員に質問させることができる。 

 

第十四条 市町村は、子どものための教育・保育給付に関して必要があると認めるときは、

この法律の施行に必要な限度において、当該子どものための教育・保育給付に係る教育・

保育（教育又は保育をいう。以下同じ。）を行う者若しくはこれを使用する者若しくはこ

れらの者であった者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、

又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該教育・保育を行う施設若しくは事

業所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

 

（支給認定の変更） 

第二十三条 支給認定保護者は、現に受けている支給認定に係る当該支給認定子どもの該当

する第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、保育必要量その他の内閣府

令で定める事項を変更する必要があるときは、内閣府令で定めるところにより、市町村に

対し、支給認定の変更の認定を申請することができる。 

２ 市町村は、前項の規定による申請により、支給認定保護者につき、必要があると認める

ときは、支給認定の変更の認定を行うことができる。この場合において、市町村は、当該

変更の認定に係る支給認定保護者に対し、支給認定証の提出を求めるものとする。 



３ 第二十条第二項、第三項、第四項前段及び第五項から第七項までの規定は、前項の支給

認定の変更の認定について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で

定める。 

４ 市町村は、職権により、支給認定保護者につき、第十九条第一項第三号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する支給認定子どもが満三歳に達したときその他必要があると認め

るときは、内閣府令で定めるところにより、支給認定の変更の認定を行うことができる。

この場合において、市町村は、内閣府令で定めるところにより、当該変更の認定に係る支

給認定保護者に対し、支給認定証の提出を求めるものとする。 

 

（支給認定の取消し） 

第二十四条 支給認定を行った市町村は、次に掲げる場合には、当該支給認定を取り消すこ

とができる。 

一 当該支給認定に係る満三歳未満の小学校就学前子どもが、支給認定の有効期間内に、

第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもに該当しなくなったとき。 

二 当該支給認定保護者が、支給認定の有効期間内に、当該市町村以外の市町村の区域内

に居住地を有するに至ったと認めるとき。 

三 その他政令で定めるとき。 

２ 前項の規定により支給認定の取消しを行った市町村は、内閣府令で定めるところにより、

当該取消しに係る支給認定保護者に対し支給認定証の返還を求めるものとする。 

 
【関係条文】 

第十九条 支給要件 

一 満三歳以上の小学校就学前子ども（次号に掲げる小学校就学前子どもに該当するもの

を除く。） 

二 満三歳以上の小学校就学前子どもであって、保護者の労働又は疾病その他の内閣府令

で定める事由により家庭において必要な保育を受けることが困難であるもの 

三 満三歳未満の小学校就学前子どもであって、前号の内閣府令で定める事由により家庭

において必要な保育を受けることが困難であるもの 

 


